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○栗東市市民をつなぐ情報・コミュニケーション条例 

令和２年３月２５日 

条例第８号 

人が情報を得て、コミュニケーションをとっていくことは、日常生活又は社会生活を送っていく上で

不可欠である。しかし、障害者のコミュニケーションの現状としては、コミュニケーション手段や機会

が制限されることにより、意思表示がしにくく、それによって自己決定ができなくなる、又は様々な人

の伝達手段に合わせざるを得ないという現状がある。 

障害者のコミュニケーション手段は、一人ひとりの状態、程度及び生い立ちにより多様である。平成

１８年に国連で採択された障害者の権利に関する条約では、コミュニケーション手段には言語（音声言

語及び手話その他の形態の非音声言語）、文字の表示、点字、触覚を使った意思疎通、拡大文字、利用

しやすいマルチメディア並びに筆記、音声、平易な言葉、朗読その他の補助的及び代替的な意思疎通の

形態、手段及び様式（利用しやすい情報通信機器を含む。）があるとし、同条約の趣旨を受け、平成２

３年に改正された障害者基本法では、手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又

は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られることとされた。このような状況を踏まえ、

障害の特性に応じたコミュニケーション手段の理解及び利用の促進のための施策が求められている。 

ここに、栗東市は、多様なコミュニケーション手段を尊重することにより、人と人が対等に、相互理

解を深めていき、障害の有無によって分け隔てられることのない社会の実現を目指し、この条例を制定

する。 

（目的） 

第１条 この条例は、障害者の情報の取得及びコミュニケーションを円滑に行うことについての基本理

念を定め、栗東市（以下「市」という。）の責務並びに市民等及び事業者の役割を明らかにするとと

もに、市が推進する施策の基本的な方針を定めることにより、多様なコミュニケーション手段の理解

及び利用を促進し、もって障害者の情報の取得及びコミュニケーションについて支援を行うことを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、その他の心身の機能の障害

（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁（障害者にとって日常生活

又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの

をいう。以下この条において同じ。）により日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあ

るものをいう。 

（２） コミュニケーション手段 手話（触手話及び接近手話を含む。）、要約筆記、筆談、点字、

音訳、代筆、代読、指点字、平易な表現、絵図、代用音声（喉頭摘出等により使用するものをいう。）

その他障害者が日常生活又は社会生活を営む上で必要とされる補助的及び代替的な手段としての

情報並びにコミュニケーション支援用具をいう。 
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（３） 合理的配慮 障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場

合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することのないよ

う、社会的障壁の除去の実施について行う必要かつ適切な現状の変更又は調整をいう。 

（４） 市民等 市内に居住し、勤務し、又は在学する者をいう。 

（５） 事業者 市内において、事業又は活動を行う個人及び法人その他の団体をいう。 

（６） 学校等 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所及び子ども・子育て支援法（平成２４年

法律第６５号）第７条第５項に規定する地域型保育事業を行う事業所をいう。 

（基本理念） 

第３条 障害者の情報の取得及びコミュニケーションを円滑に行うことについては、次に掲げる事項を

基本として行わなければならない。 

（１） 市民等が対等に尊厳を守られながら、基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重

されること。 

（２） 市民等が多様なコミュニケーションを尊重し、相互理解を深めること。 

（３） 市民等が障害者にとって情報の取得並びにコミュニケーション手段の選択及び利用が日常生

活及び社会生活を営む上で必要不可欠であるとの認識を持つこと。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、多様なコミュニケーション手段の理解及び利用の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に策定し、推進するものとする。 

（市民等の役割） 

第５条 市民等は、基本理念に対する理解を深め、市の施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深め、市の推進する施策に協力するとともに、事業を行う

に当たり、障害者が多様なコミュニケーション手段を利用し、情報の取得及びコミュニケーションが

できるようにするための合理的配慮を行うよう努めるものとする。 

（施策の推進） 

第７条 市長は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項に規定する障害者のための

施策に関する基本的な計画において、第４条に規定する責務を果たすため、次の各号に掲げる施策に

ついて定め、これを実施するものとする。 

（１） 多様なコミュニケーション手段の理解及び利用促進に関する施策 

（２） 多様なコミュニケーション手段を学ぶ機会の提供及びその取組に関する施策 

（３） 市民等及び事業者に対する合理的配慮の実施についての啓発に関する施策 

（４） 災害その他の非常の事態が発生し、又はおそれがある場合における障害者の情報の取得に関

する施策 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策 
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（学校等における取組） 

第８条 市は、学校等の教育における多様なコミュニケーション手段に接する機会の提供並びに理解及

び利用の促進を図るために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（協議の場） 

第９条 市長は、第７条各号に規定する施策及び施策の実施状況について、障害者その他関係者の意見

を聞くため、これらの者との協議の場を設けなければならない。 

（財政上の措置） 

第１０条 市長は、第７条各号に規定する施策を推進するため、予算の範囲内において、必要な財政上

の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和２年１０月１日から施行する。 


